
第 653 回兵庫地方最低賃金審議会 

 

日時：令和４年７月 15 日(金) 13:30～ 

場所：神戸地方合同庁舎１階 第４共用会議室 

         （神戸市中央区海岸通 29） 

 

次   第 

 

１ 開 会 

２ 議 題 

（１） 兵庫県特定最低賃金の改正の必要性の諮問等について 

（２） 事業場からの意見聴取について 

（３） 実地視察の報告について 

（４） その他 

３ 閉 会 
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令和4年度　特定最低賃金改正の申出状況
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4.7.6 4.7.5 4.7.6 4.7.5 4.7.5 4.7.6 4.7.5

改　正 改　正 改　正 改　正 改　正 改　正 改　正

労働協約 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

公正競争 　

適用労
働者数

［分母A］ 1,717 16,824 46,771 38,407 12,974 1,515 12,356

535 9,632 19,539 23,389 6,771 1,073 5,512
（協約適用
労働者数）

（協約適用
労働者数）

（協約適用
労働者数）

（協約適用
労働者数）

（協約適用
労働者数）

（協約適用
労働者数）

（協約適用
労働者数）

合意者
割　合

B/A ×

100％ 31.2% 57.3% 41.8% 60.9% 52.2% 70.8% 44.6%

労働協約
（時間額）

1,000円 1,064円 1,000円 997円 １,０５０円 ９８０円 ９７０円

公正競争
（時間額）

　

算定の方法

時間額の定め
による

月額168,300
円を月間労働
時間（158.23
時間）で除し
た値

時間額の定め
による

月額160,900
円を月間労働
時間（161．36
時間）で除し
た値

時間額の定め
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時間額の定め
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時間額の定め
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995円
（＋5円）

992円
（＋72円）

960円
（＋40円）

930円
（＋67円）
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（＋48円）

931円
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930円
（＋40円）
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最低賃金額（差額）
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件
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受　理　日

申出の内容

申　請
ケース

合意労
働者数
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合意労働者数

1 A社 有 189

2 B社 有 53

3 C社 b労働組合 有 132

4 D社 c労働組合 有 59

5 E社 d労働組合 有 59

6 F社 e労働組合 有 20

7 G社 f労働組合 無 23

535   合　　　　　　　　計

　産業別　：　塗料製造業
  ケース  ：  労働協約

労働組合員数事 業 所 名 労 働 組 合 名

a労働組合

最賃協定の有無



最低賃金協定額

月額
（時間給換算）

日額
（時間給換算）

時間額

1 A社

2 B社

3 C社 155.65
7.75
(20.08)

   1,010 ＋15円

4 D社 151.25
7.5
(20.17)

    1,000 ＋５円

5 E社 150.00
7.5
(20.0)

   1,060 ＋60円

6 F社 148.400
7.42
(20.0)

 149,601
（1,000）

 7,417
（1,000）

   1,000 ±０円

7 G社 150.00
7.5
(20.0)

     1,080 ±０円

産業別　：　塗料製造業

ケース  ：  労働協約

150.00

事  業  所  名
１ヵ月所定
労働時間
　　[時間]

※最低賃金協定額の時間給換算額の円未満は切り捨てとしている

備　考
(前年時間額比較）

7.5
(20.0)    1,150 ＋60円

最低賃金協定額[円]

 8,625
（1,150）

１日所定労働
時間[時間]

（月所定日数）



合意労働者数
産別名　：　鉄鋼業
ケース  ：  労働協約

事 業 所 名 労 働 組 合 名 最賃協定の有無 労 働 者 数

1 A社 a労働組合 有          1,218

2 B社 b労働組合 有            636

3 C社 有            699

4 D社 有            302

5 E社 d労働組合 有          2,875

6 F社 e労働組合 有            137

7 G社 f労働組合 有            374

8 H社 g労働組合 有             21

9 I社 h労働組合 有          1,260

10 J社 i労働組合 有            303

11 K社 j労働組合 有            689

12 L社 k労働組合 有            287

13 M社 l労働組合 有            216

14 N社 m労働組合 有            469

15 O社 n労働組合 有            121

16 P社 o労働組合 有             25

17

18

         9,632合　　　計

c労働組合



最低賃金協定額
産別名　：　鉄鋼業
ケース  ：  労働協約

月額
（時間給換算）

日額
（時間給換算）

時間額

1 A社

2 B社

3 C社

4 D社

5 E社

6 F社 159.00  （21.9日）
175,000
(1,100）

7,991
(1,100）

1,101 ＋31円

7 G社 159.30  (19.9日）
172,000
（1,079）

8,644
（1,079）

1,080 ＋12円

8 H社 159.30  (19.9日）
172,000
（1,079）

8,644
（1,079）

1,080 ＋12円

9 I社 158.30  （21.6日）
175000
（1,105）

8102
（1,105）

1,106 ＋42円

10 J社 158.23  (21.83日）
168300
（1,063）

7710
（1,063）

1,064 ＋19円

11 K社 158.80  （20.5日）
175000
（1,102）

8,537
（1,102）

1,102 ＋31円

12 L社 158.00  （20.0日）
171700
（1,086）

　 　 ＋19円

13 M社 159.00  
171920
（1,081）

1,081 ＋19円

14 N社 158.8 （20.5日）
176000
（1108）

8585
（1108）

1,108

15 O社 158.8 （20.5日）
176000
（1108）

8585
（1108）

1,108

16 P社 158.8 （20.5日）
176000
（1108）

8585
（1108）

1,108

17

18

事  業  所  名
１ヵ月所定
労働時間
　　[時間]

１日所定労働
時間[時間]

（月所定日数）

最低賃金協定額[円]
備　考

(前年時間額比較）

※最低賃金協定額の時間給換算額の円未満は切り捨てとしている

158.80  （20.5日）
175,000
(1,102）

1,102 ＋31円
8,537
(1,102）

159.04  （20.5日）
175,000
（1,100）

　 ＋32円



合意労働者数

1 A社 a労働組合 有 有     580

2 B社 b労働組合 有 有     239

3 C社 c労働組合 有 有      66

4 D社 d労働組合 有 有     190

5 E社 e労働組合 有 有     243

6 F社 f労働組合 有 有     519

7 G社 g労働組合 有 有     616

8 H社 h労働組合 有 有     425

9 I社 i労働組合 有 有     558

10 J社 j労働組合 有 有     581

11 K社 k労働組合 有 有     138

12 L社 l労働組合 有 有   1,925

13 M社 m労働組合 有 有   2,823

14 N社 n労働組合 有 有   3,667

15 O社 o労働組合 有 有   1,809

16 P社 p労働組合 有 有   1,034

17 Q社 q労働組合 有 有     972

18 R社 r労働組合 有 有   1,066

19 S社 s労働組合 有 有     890

20 T社 t労働組合 有 有   1,198

合　　　　計  19,539

産業別　：　はん用・生産用・業務用機械器具製造業
ケース  ：  労働協約

労働者数事 業 所 名 労 働 組 合 名
決議(合
意）書
の有無

協　定
の有無



最低賃金協定額

月額
（時間給換算）

日額
（時間給換算）

時間額

1 A社
8.0

（20.00）
1,000 ＋20円

2 B社 　
7.67

(20.0日）
 164,800
（1,074）

1,074 ±０円

3 C社
7.92

（19.8日）
 169,500
（1,080）

1,080 ±０円

4 D社 　
7.41

（20.83）
 163,400
（1,057）

 7,843
（1,057）

1,057 ＋16円

5 E社
7.75

（20.25日）
 177,500
 (1,131）

  1,131 ±０円

6 F社 159.33
 168,750
（1,060）

  1,060 ＋14円

7 G社
8.0

（20.00）
  1,000 ±０円

8 H社
 159,000
（1,041）

  1,041 ＋26円

9 I社   1,050 ＋30円

10 J社   1,060 ±０円

11 K社 160.64
8.0

（20.08）
 170,600
（1,062）

    8,497   1,063 ＋11円

12 L社 158.8 （20.5日）
 175,000
（1,102）

 8,537
（1,102）

  1,102 ＋31円

13 M社 160.8 　
 173,500
 (1,078）

1,079 ＋４円

14 N社 160.8 　
 173,500
 (1,078）

1,079 ＋４円

15 O社 161 （20.1日）
 173,000
 (1,074）

1,075 ＋13円

16 P社 161 （20.1日）
 173,000
 (1,074）

1,075 ＋13円

17 Q社 161 （20.1日）
 173,000
 (1,074）

1,075 ＋13円

18 R社 160 　
 173,000
(1,081）

   8,650
  1,082 ＋13円

19 S社 160.6 （20.08日）
 173,000
 (1,077）

    8,616   1,078 ＋３円

20 T社
8.0

（20.0）
 166,000
（1,037）

  8,300
(1,037)

  1,038 ±０円

備　考
(前年時間額比較）

　　産業別　：　はん用・生産用・業務用機械器具製造業

最低賃金協定額[円]

　  ケース  ：  労働協約

事 業 所 名
１ヵ月所定
労働時間
　　[時間]

１日所定労働
時間[時間]

（月所定日数）



合意労働者数

ケース ： 労働協約

事 業 所 名 労 働 組 合 名 最賃協定の有無 労働者数

1 A社 a労働組合 有 264

2 B社 b労働組合 有 145

3 C社
c労働組合

有 347

4 D社
d労働組合

有 96

5 E社 e労働組合 有 324

6 F社 f労働組合 有 312

7 G社 g労働組合 有 214

8 H社 有

9 I社 有

10 J社 i労働組合 有 679

11 K社 j労働組合 有 295

12 L社 k労働組合 有 720

13 M社 l労働組合 有 443

14 N社 m労働組合 有 132

15 O社 n労働組合 有 59

16 P社 o労働組合 有 307

17 Q社 有

18 R社 有

19 S社 q労働組合 有 1,488

20 T社 r労働組合 有 689

21 U社 s労働組合 有 793

22 V社 t労働組合 有 1,469

23 W社 有

24 X社 有

25 Y社 有

q労働組合 2,351

産業別 ： 電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業、電気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業

p労働組合 1,571

h労働組合 2,035



事 業 所 名 労 働 組 合 名 最賃協定の有無 労働者数

26 Z社 r労働組合 有 4,754

27 AA社 s労働組合 有 321

28 AB社 t労働組合 有 120

29 AC社 u労働組合 有 189

30 AD社 v労働組合 有 121

31 AE社 w労働組合 有 51

32 AF社 x労働組合 有 580

33 AG社 有

34 AH社 有

35 AI社 有

36 AJ社 有

37 AK社 z労働組合 有 715

38 AL社 aa労働組合 有 213

39 AM社 ab労働組合 有 275

40 AN社 有

41 AO社 有

42 AP社 有

43 AQ社 ad労働組合 有 201

23,389合　　　計

y労働組合 335

ac労働組合 781



ケース ： 労働協約

月額
（時間給換算）

日額
（時間給換算）

時間額

1 A社 154.35
7.75

（19.92日）
 166,500
(1,078)

　 ＋８円

2 B社 154.35
7.75

（19.92日）
 166,500
(1,078)

　 ＋８円

3 C社 154.35
7.75

（19.92日）
 166,500
(1,078)

　 ＋８円

4
D社

154.35
7.75

（19.92日）
 166,500
(1,078)

　 ＋８円

5
E社

152.17
7.67

（19.84日）
 166500
　(1,094）

　 ＋13円

6 F社 152.37
7.75

（19.66日）
 166,500
　(1,092）

　 ＋８円

7 G社 154.40
7.75

（19.92日）
 166,500
(1,078)

1,078 ＋67円

8 H社 154.38
7.75

（19.92日）
 166,500
（1,078)

＋８円

9 I社 154.38
7.75

（19.92日）
 166,500
　(1,078）

＋９円

10 J社 154.40
7.75

（19.93日）
 166,500
　(1,078）

1,078 ＋９円

11 K社 161.36
8.00

（20.17日）
 166,500
　(1,031）

　 ＋12円

12 L社 155.62
7.75

（20.08日）
 166,500
　(1,069）

＋12円

13 M社 155.60
7.75

（20.08日）
 166,500
　(1,070）

＋14円

14 N社 155.62
7.75

（20.08日）
 16,5200
　(1,061）

＋13円

15 O社 155.60
7.75

（20.08日）
 166,500
　(1,070）

8,292 1,070 ＋13円

16 P社 155.60
7.75

（20.08日）
 166,500
　(1,070）

8,292 1,071 ＋14円

17 Q社 155.00
7.75

（20.0日）
 166,500
　(1,074）

＋13円

18 R社 155.00
7.75

（20.0日）
 166,500
　(1,074）

　 ＋13円

19 S社 155.00
7.75

（20.0日）
 166,500
　(1,074）

　 ＋13円

20 T社 155.00
7.75

（20.0日）
 166,500
　(1,074）

　 ＋13円

21 U社 155.00
7.75

（20.0日）
 166,500
　(1,074）

　 ＋13円

22 V社 155.00
7.75

（20.0日）
 166,500
　(1,074）

　 ＋13円

23 W社 155.00
7.75

（20.0日）
 166,500
　(1,074）

　 ＋13円

24 X社 155.00
7.75

（20.0日）
 166,500
　(1,074）

　 ＋13円

25 Y社 155.00
7.75

（20.0日）
 166,500
　(1,074）

　 ＋13円

備　考
(前年時間額比較）

最低賃金協定額[円]

産業別 ： 電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・電子回路製造業、電気機械器具製造業、情報通信機械器具製造業

最低賃金協定額

事 業 所 名
１ヵ月所定
労働時間
　　[時間]

１日所定労働
時間[時間]

（月所定日数）



月額
（時間給換算）

日額
（時間給換算）

時間額

26 Z社 155.00
7.75

（20.0日）
 166,500
　(1,074）

　 ＋13円

27 AA社 155.00
7.75

（20.0日）
 166,500
　(1,074）

　 ＋13円

28 AB社 155.00
7.75

（20.08日）
 165,000
　(1,074）

　 ＋22円

29 AC社 155.00
7.75

（20.0日）
 163,500
（1,054）

　 ＋６円

30 AD社 160.64
8.0

（20.08日）
 166,000
（1,033)

　 ＋13円

31 AE社 161.36
8.0

（20.17日）
 160,900
（997）

＋13円

32 AF社 155.00
7.75

（20.0日）
 166,500
　(1,074）

1,074 ＋13円

33 AG社 155.64
7.75

（20.08日）
 166,500
　(1,069）

　 ＋13円

34 AH社 155.64
7.75

（20.08日）
 166,500
　(1,069）

　 ＋13円

35 AI社 155.64
7.75

（20.08日）
 166,500
　(1,069）

　 ＋13円

36 AJ社 155.64
7.75

（20.08日）
 166,500
　(1,069）

　 ＋13円

37 AK社 154.00
7.75
（19.87
日）

 166,500
　(1,081）

＋13円

38 AL社 155.00
7.75

（20.0日）
 166,500
　(1,074）

　 ＋13円

39 AM社 155.62
7.75

（20.08日）
 166,500
　(1,069）

　 ＋12円

40 AN社 155.00
7.75

（20.00日）
 166,500
　(1,074）

　 ＋13円

41 AO社 155.00
7.75

（20.0日）
 166,500
　(1,074）

　 ＋13円

42 AP社 155.00
7.75

（20.0日）
 166,500
　(1,074）

　 ＋13円

43 AQ社 156.66
7.83

（20.0日）
 166,500

（1,062.77）
1062.77 ＋13円

※最低賃金協定額の時間給換算額の円未満は切り捨てとしている

事 業 所 名
１ヵ月所定
労働時間
　　[時間]

１日所定労働
時間[時間]

（月所定日数）

最低賃金協定額[円]
備　考

(前年時間額比
較）



合意労働者数

ケース  ：　労働協約

1 A社 有 903

2 B社 有 1,215

3 C社 有 3,175

4 D社 b労働組合 有 593

5 E社 c労働組合 有 500

6 F社 d労働組合 有 165

7 G社 e労働組合 有 220

6,771

最賃協定の有無 労 働 者 数

合　　　計

産業別　：　輸送用機械器具製造業

事 業 所 名 労 働 組 合 名

a労働組合



産業別 ： 輸送用機械器具製造業
ケース ： 労働協約

月額
（時間給換算）

日額
（時間給換算）

時間額

1 A社

2 B社

3 C社

4 D社 160.8 　
173,500
(1,078）

＋3円

5 E社 1,050 ＋30円

6 F社 160 20.0日
172,100
(1,075）

　 ＋12円

7 G社 160 20.0日
170000
（1,062）

 ±0

最低賃金協定額

事 業 所 名
１ヵ月所定
労働時間
　　[時間]

１日所定労働
時間[時間]

（月所定日数）

※最低賃金協定額の時間給換算額の円未満は切り捨てとしている

備　考
(前年時間額比較）

161 20.1日
173,000
（1,074）

　 　 ＋12円

最低賃金協定額[円]



事  業  所  名 労 働 組 合 名 最賃協定の有無 労働者数

1 A社 a労働組合 有         530

2 B社 b労働組合 有          57

4 C社 c労働組合 有         486

      1,073

合意労働者数
産業別 ：　計量器・測定器等製造業
ケース ：　労働協約

合　　　計



月額
（時間給換算）

日額
（時間給換算）

時間額

1 A社 160     
8.0

（20.0日）
156,800
(980）

 7,840
（980）

980    ＋30円

2 B社
 158.66
（年間
1904H)

 160,000
（1008）

－８円

4 C社
 158.66
（年間
1904H)

 175,000
（1102）

1,103  ±0

※最低賃金協定額の時間給換算額の円未満は切り捨てとしている

最低賃金協定額
産業別 ：　計量器・測定器等製造業
ケース ：　労働協約

１日所定労働
時間[時間]

（月所定日数）

備　考
(前年時間額比較）

最低賃金協定額[円]

事 　業　 所　 名
１ヵ月所定
労働時間
　　[時間]



番号 事  業  所  名 労 働 組 合 名
協定の
有無

労働者数

1 A社 a労働組合 有 1055

2 B社 b労働組合 有 273

3 C社 c労働組合 有 612

4 D社 d労働組合 有 378

5 E社 e労働組合 有 547

6 F社 f労働組合 有 1,086

7 G社 g労働組合 有 330

8 H社 h労働組合 有 245

9 I社 i労働組合 有 986

   5,512

合意労働者数
産別名 ： 自動車小売業
ケース ：　労働協約

合　　　計



産別名 ： 自動車小売業

月額
（時間給換算）

日額
（時間給換算）

時間額

1 A社 156.54
（21.58）

165,000
(1,054)

7644
(1,054)

1,054

2 B社 157.01
（21.41）

161,100
（1,026）

7,523
（1,026）

1,026 +８円

3 C社 163.32
（20.4）

167,900
（1,028）

8,230
（1,028）

1,028 +16円

4 D社 161.05 （20.80）
192,300
（1,194）

9,245
（1,194）

1,194 ＋14円

5 E社 159.37
7.5

（21.25）
164,000
（1,029）

1,029 +４円

6 F社 159.18 （21.0）
165,400
（1,039）

7,876
（1,039）

1,039 ±０円

7 G社 157.5 （21.00）
170,080
（1,079）

8,099
(1,079)

1,079 +８円

8 H社 158.86 （21.16）
190,000
（1,196）

8,978
(1,196)

970
(有期)

+20円
(有期)

9 I社 157.5 （21.0）
17,0000
（1,079）

8,095
（1,079）

1,079 ＋32円

18歳最低賃金協定額

最低賃金協定額[円]
番号 事 　業　 所　 名

１ヵ月所定
労働時間
　　[時間]

１日所定労働
時間[時間]
（月所定日
数）

備　考
(前年時間額比

較）

ケース ：　労働協約



地方最低賃金審議会
委員説明資料

＜特定最低賃金編＞

厚生労働省 労働基準局 賃金課
令和４年３月



特定最低賃金（最低賃金法第15条から第19条）

 企業内の賃金水準を設定する際の労使の取組を補完するもの

 産業又は職業ごとに適用
適用対象使用者や、適用対象労働者が細かく規定されている

 その決定は、労使のイニシアティブにより決まる
※ 全国で、227件設定されている
※ 法令上、全ての都道府県に特定最低賃金を定めなくてはならないような義務は
なく、あくまで、各地域（都道府県）の労使の意向により定められる

 特定最低賃金は、地域別最低賃金より高い額で決定するものではなければならな
い（法第16条）

＜特定最低賃金の規定例＞
名称 ： 宮城県自動車小売業最低賃金（抄）

適用する使用者 ： 宮城県の区域内で自動車小売業（二輪自動車小売業（原動機付自転車を含む）を除く、以下同
じ。）、当該産業において管理、補助的経済活動を行う事業所又は純粋持株会社（中略）を営む
使用者

適用する労働者 ： 上記の使用者に使用される労働者。ただし、①18歳未満又は65歳以上の者、②雇入れ後3カ月
未満の者であって、技能取得中のもの、③清掃等軽易な業務に主として従事する者を除く

労働者に係る最低賃金額： １時間918円

除外する賃金 ： 精皆勤手当、通勤手当及び家族手当

1

◆ 特定最低賃金とは



◆ 特定最低賃金と地域別最低賃金の比較

特定最低賃金 地域別最低賃金

役割・機能 ○ 企業内の賃金水準を設定する際の
労使の取組を補完するもの

○ すべての労働者の賃金の最低限を保
障するセーフティネット

適用対象 ○ 産業又は職業ごとに適用
※日本標準産業分類の小／細分類ごと

○ その産業の「基幹的労働者」に適用
※ 基幹的労働者：当該産業に特有／主要な業
務に従事する労働者（基幹的労働者でない労
働者の職種、業務を記載するなどにより、それ
ぞれの特定最低賃金ごとに規定されている。）

○ 産業・職業を問わずすべての労働者に
適用

○ 都道府県ごとに適用

決定方式 ○ 関係労使の申出により新設、改正又
は廃止

○ 新設、改廃は労使のイニシアティブに
よる

○行政機関に決定を義務付け

（全国各地域について必ず決定されなけ
ればならない）

効力 ○ 刑事的な効力は、最低賃金法にはな
し。
※労働基準法第24条違反（30万円以下の罰金）

○ 民事的な効力（最低賃金に満たない賃金を
定めた労働契約は無効）

○ 刑事的な効力（50万円以下の罰金）
※労働基準法第24条違反との関係は法条競合

○ 民事的な効力（同左）



・地域別最低賃金と特定別最低賃金の関係
（最低賃金法第６条第1項及び第16条）

 労働者が複数の最低賃金の適用を受ける場合、より高い最低賃金が適用される

 特定最低賃金は、地域別最低賃金より高い額で決定する必要がある
※ 近年、地域別最低賃金改定額の幅が、特定最低賃金額の改定額の幅よりも大きくなり、
地域別最低賃金が特定最低賃金を上回っているものがある
→ これらの特定最低賃金は、現状のまま据え置くか、地域別最低賃金を上回る額で
改正するか、廃止するかを選択することとなる。
（「改正」しなければ、特定最低賃金として存続するが、効力は維持されない。）

→ この特定最低賃金額が地域別最低賃金を下回ることを「埋没」という。
（すなわち、地域別最低賃金額が適用される。）

・派遣労働者に対する最低賃金の適用（最低賃金法第13条及び第18条）

 派遣労働者には、派遣先の事業場が所在する都道府県の最低賃金が適用される

A県
最低賃金
（800円/時）

A県各種商品
小売業最低賃金
（850円/時）

A県百貨店，総合
スーパー最低賃金
（900円/時）

Ⓧ
ⓏⓎ

＜具体例＞
○労働者X → 時間額800円
（Ａ県勤務労働者）

○労働者Y → 時間額850円
（A県在勤かつ各種商品小売業に従事する労働
者）

○労働者Z → 時間額900円
（ A県在勤かつ各種商品小売業かつ百貨店,総合
スーパーに従事する労働者）

3

◆ 特定最低賃金と地域別最低賃金の関係



4

◆ 特定最低賃金に関する、主な答申等

＜平成14年12月６日中央最低賃金審議会産業別最低賃金制度全員協議会報告＞
○金額審議における全会一致の議決に向けた努力

関係労使のイニシアティブ発揮により設定されるという産業別最低賃金の性格から、産業別最低
賃金の決定又は改正の金額に関する調査審議については、全会一致の議決に至るよう努力する
ことが望ましい。

＜平成10年12月10日中央最低賃金審議会産業別最低賃金に関する全員協議会報告＞
○ 審議会においては、個々の産業別最低賃金について、次により一層の審議が行われるように
努めることとする。
・ 審議会での審議に資するため、「産業別最低賃金（公正競争ケース）の審議に当たっての視
点」（別紙１※次頁）及び「産業別最低賃金（公正競争ケース）の審議に当たっての審議参考資
料」を提示するので、これを参考として個々の産業別最低賃金について十分な審議を行うこと。
この場合、新分野における産業別最低賃金の設定に関する審議についても同様とすること。
・ 産業構造の変化等に的確に対応するため、必要に応じ、適用除外業務及び業種のくくり方
について見直しを行うこと。

＜昭和57年１月14日中央最低賃金審議会答申＞
関係労使の申出に基づく（特定）最低賃金の決定、改正又は廃止の必要性について労働大臣又
は都道府県労働基準局長から意見を求められた場合は、新しい産業別最低賃金（現行の特定裁
定賃金）の設定の趣旨にかんがみ、最低賃金審議会は全会一致の議決に至るよう努力するもの
とする。



5

産業別最低賃金（公正競争ケース）の審議に当たっての視点（別紙１）
① 産業別最低賃金適用産業内において事業競争関係にあるか
・産業別最低賃金適用産業の産品、生産態様、サービス等が類似しているか
・産業別最低賃金適用産業の企業間競争はどうか
・産業別最低賃金適用産業の労働市場における需給関係はどうか

② 産業別最低賃金適用労働者数及び増減状況等はどうか

③ 産業別最低賃金適用産業の企業数、規模別構成、増減状況等はどうか

④ 産業別最低賃金適用労働者の企業間、地域間又は組織労働者未組織労働者の間
等にどの程度の賃金格差があるか

⑤ 産業別最低賃金が廃止された場合に適用労働者間の賃金格差が拡大する可能性
があるか

◆ 平成10年12月10日中央最低賃金審議会産業別最低賃金に関する全員協議会報告



◆ 特定最低賃金の決定・改正までのプロセス

関係労使
からの申出

諮 問
（必要性）

〔必要性〕
調査審議

〔必要性〕
答申

地方最低賃金審議会

必要性
あり

諮 問
（金額）

〔金額〕
調査審議

〔労働局長〕

〔改定額〕
決議

改定額
決定

効力発生

〔労働局長〕

6

①労働協約ケース
②公正競争ケース（詳細は８頁参照）

〔改定額〕
答申

関係労使による
異議申立

※最低賃金審議会令第
6条第5項の適用があれ
ば、専門部会の決議が
審議会の決議となる。

官報公示

（30日以上）

（●月●旬）

２～３回審議を行う審議会
が多い。

（●月●旬）

（●月●旬）

（12月１日以降）

各局毎に要修正

異議審

異議申立が出
ない場合が多い

※全会一致に限る

地方最低賃金審議会
（専門部会）

必要性審議のための小委員会等を設置する場合も
ある。
なお、１回の審議で決定することもある。

（15日間）



◆ 特定最低賃金の決定・改正・廃止の申出

○関係労使の申出により、地方最低賃金審議会において、決定、改正及び廃止の調査審議を行う。

○申出の要件は中央最低賃金審議会において労使で合意されたもの（※）

（注）
「公正競争ケース」は、設定方式として一定の定量的要件を付した「労働協約」ケースとは異なり、申出の内容
は個別の事案により種々異なることが想定され、また賃金格差の程度についてもその生ずる要因は多様であり、
申出の要件として定量的要件を一律に付すことは適当ではない。
（中略）
なお、当該最低賃金の適用を受けるべき労働者又は使用者の概ね１／３以上のものの合意による申出があっ
たものについては受理・審議会への諮問が円滑に行われることが望ましい。
「中央最低賃金審議会「公正競争ケース」検討小委員会報告」（平成4年5月15日中央最低賃金審議会了承）

労働協約ケース： 関係労使の間で、同種の「基幹的労働者」の相当数（原則として1000人以上）に適用される
賃金の最低額に関する合意（労働協約）がある場合

新しく決定する場合の申出の要件 改正・廃止する場合の申出の要件

① 基幹的労働者の２分の１以上が労働協約の適用を受ける
こと
② 労働協約の当事者の労働組合又は使用者の全部の合意
により行われる申出であること

① 基幹的労働者の３分の１以上が労働協約の適用を受ける
こと
② 労働協約の当事者の労働組合又は使用者の全部の合意
により行われる申出であること

※ 「現行産業別最低賃金の廃止及び新産業別最低賃金への転換等について」（昭和61年２月14日中央最低賃金審議会答申）

公正競争ケース： 事業の公正競争を確保する観点から、
同種の基幹的労働者について、最低賃金を設定することが必要である場合

新しく決定する場合の申出の要件 改正・廃止する場合の申出の要件

○ 企業間、地域間又は組織労働者と未組織労働者の間等
に産業別最低賃金の設定を必要とする程度の賃金格差が
存在する場合（注）

○ 適用される労働者又は使用者の概ね３分の１以上の合意
による申出等



◆ 特定最低賃金の設定件数・適用使用者数・適用労働者数等（令和４年３月末）

設定件数（件） 適用使用者数（千人） 適用労働者数（千人）

227（※１） ９４ ２，９７４

新設 改正 廃止

平成26年度 ０ 201 ７

平成27年度 ０ 199 ０

平成28年度 ０ 193 ２

平成29年度 １ 187 １

平成30年度 ０ 183 ４

令和元年度 ０ 174 １

令和２年度 ０ 144 １

令和３年度 ０ 160 ０（※２）

（※１） 設定件数には、地域別最低賃金を下回る特定最低賃金も含まれる。
（※２） 令和４年４月に京都府印刷業最低賃金が廃止となる見込み。



業 種 件数(件)※１ 適用使用者数(百人)※２ 適用労働者数(百人)※３
食料品・飲料製造業関係 7 4 182 

繊維工業関係 5 7 142 
木材・木製品製造業関係 1 1 6 

パルプ・紙・紙加工品製造業関係 2 1 85 
印刷・同関連産業関係 2 11 111 

塗料製造業関係 4 2 63 
ゴム製品製造業関係 1 1 49 

窯業・土石製品製造業関係 4 3 103 
鉄鋼業関係 20 32 1,412 

非鉄金属製造業関係 9 9 409 
金属製品製造業関係 4 9 117 

一般機械器具製造業関係 25 235 5,146 
精密機械器具製造業関係 7 7 219 
電気機械器具製造業等関係 45 222 8,907 
輸送用機械器具製造業関係 33 144 8,686 

新聞・出版業関係 1 1 6 
各種商品小売業関係 30 16 1,970 
自動車小売業関係 23 218 2,048 
自動車整備業関係 1 10 32 

道路貨物自動車運送業関係 1 3 20 
木材・木製品・家具・装備品製造業関係 1 4 26 

全国非金属鉱業（厚生労働大臣決定）関係 1 1 4 
総 合 計 227 941 29,743 

（令和４年３月末時点）

特定最低賃金の件数、適用使用者数及び適用労働者数

※１ 設定件数には、地域別最低賃金を下回る特定最低賃金も含まれる。

9
※２ 適用使用者数・適用労働者数は四捨五入した人数、ただし百人未満の場合は１（百人）としている。



◆ 特定最低賃金の全国加重平均額（令和４年３月末現在）
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◆ 総括表（栃木局の例）

時間当り所定内賃金額
合計

規模別 地域別 年齢別

（３手当を除く） １～９人 １０～２９人 ３０～９９人 全県 １７歳以下 １８～１９歳 ２０～５４歳 ５５～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上

計
2,904 227 646 2,030 2,904 26 2,345 322 211 

円 222 24 48 150 222 172 36 14 

- 898 (7.7) (10.6) (7.4) (7.4) (7.7) (7.3) (11.3) (6.5)

227 24 53 150 227 177 36 14 

899 - 899 (7.8) (10.6) (8.1) (7.4) (7.8) (7.5) (11.3) (6.5)

241 31 59 150 241 188 36 16 

900 - 900 (8.3) (13.6) (9.2) (7.4) (8.3) (8.0) (11.3) (7.6)

254 31 59 164 254 202 36 16 

901 - 901 (8.8) (13.6) (9.2) (8.1) (8.8) (8.6) (11.3) (7.6)

254 31 59 164 254 202 36 16 

902 - 902 (8.8) (13.6) (9.2) (8.1) (8.8) (8.6) (11.3) (7.6)

261 31 59 171 261 209 36 16 

903 - 903 (9.0) (13.6) (9.2) (8.4) (9.0) (8.9) (11.3) (7.6)

261 31 59 171 261 209 36 16 

904 - 904 (9.0) (13.6) (9.2) (8.4) (9.0) (8.9) (11.3) (7.6)

264 31 62 171 264 209 39 16 

905 - 905 (9.1) (13.6) (9.5) (8.4) (9.1) (8.9) (12.1) (7.6)

264 31 62 171 264 209 39 16 

906 - 906 (9.1) (13.6) (9.5) (8.4) (9.1) (8.9) (12.1) (7.6)


